
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年２月12日

【四半期会計期間】 第105期第３四半期(自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日)

【会社名】 富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社

【英訳名】 FUJI FURUKAWA ENGINEERING & CONSTRUCTION CO.LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　籾　井　丈一郎

【本店の所在の場所】 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地　ソリッドスクエア西館

【電話番号】 044(548)4500(代表)

【事務連絡者氏名】 財務経理部長　　西　浦　誠　司

【最寄りの連絡場所】 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地　ソリッドスクエア西館

【電話番号】 044(548)4500(代表)

【事務連絡者氏名】 財務経理部長　　西　浦　誠　司

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社(E00273)

四半期報告書

 1/18



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第104期
第３四半期
連結累計期間

第105期
第３四半期
連結累計期間

第104期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 40,525 44,500 66,135

経常利益 (百万円) 859 1,144 2,635

四半期(当期)純利益 (百万円) 541 707 1,426

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 776 940 1,766

純資産額 (百万円) 11,493 12,432 11,727

総資産額 (百万円) 34,521 39,209 38,613

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 12.03 15.72 31.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.4 29.8 28.5
 

 

回次
第104期
第３四半期
連結会計期間

第105期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 6.35 8.03
 

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間における、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社(E00273)

四半期報告書

 2/18



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府による経済政策や金融政策などを背景に

雇用環境や製造業の大企業を中心として企業収益に改善の動きがみられましたが、個人消費には回

復の動きが見られず、引き続き先行き不透明な状況で推移しました。

　当社グループの属する設備工事業界におきましては、公共投資および民間設備投資は引き続き堅

調に推移している一方で、熾烈な受注価格競争に加えて、人手不足や労務費の上昇など労働力確保

の面でも厳しい環境で推移しました。

　このような状況下、当社グループは中期経営計画(『アクセルＥ＆Ｃ 2015』) に基づき、「進

化」と「変革」に向けた事業構造の転換および経営基盤の一層の強化を目指しております。

　太陽光発電事業を始めとした再生可能エネルギー事業の拡大に向けた発電事業会社の設立、ＩＴ

ＦＥ事業の更なる進展、並びに営業強化による既存事業の物量拡大に取り組んでまいりました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高541億円 (前年同期比

10.0％増)、売上高445億円 (前年同期比9.8％増) となりました。また、コストダウンの一層の推

進、および業務品質向上によるロスコストの抑制に努めたことで、営業利益9億20百万円 (前年同

期比31.3％増)、経常利益11億44百万円 (前年同期比33.2％増)、四半期純利益7億7百万円 (前年同

期比30.7％増) となりました。

　セグメント別の状況につきましては、次のとおりであります。

 

[建築・建築付帯設備]

　当セグメントにおいては、建築・土木工事、および建築付帯にかかわる電気設備工事を行ってお

り、受注高は107億円 (前年同期比24.6％増)、売上高は79億円 (前年同期比15.1％増)、営業利益

は3億19百万円 (前年同期比9.4％減) となりました。

　受注高、売上高は建築工事および電気設備工事の大型案件により増加しました。営業損益は前期

に電気設備工事の高採算案件があったことから悪化しました。

 

[空調設備]

　当セグメントにおいては、一般空調、衛生設備工事、および産業プロセス空調設備工事を行って

おり、受注高は132億円 (前年同期比1.8％減)、売上高は120億円 (前年同期比19.4％増)、営業利

益は3億10百万円 (前年同期比5.3％増) となりました。

　受注高はほぼ前期並に推移しました。売上高は産業プロセス空調設備工事の大型案件完成により

増加し、営業損益も改善しました。

 

EDINET提出書類

富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社(E00273)

四半期報告書

 3/18



 

[プラント設備]

　当セグメントにおいては、水処理設備等の社会システム工事、発送電設備および受変電設備等の

エネルギーシステム工事、並びに産業システム工事を行っており、受注高は261億円 (前年同期比

14.2％増)、売上高は208億円 (前年同期比0.1％増)、営業利益は11億97百万円 (前年同期比0.6％

減) となりました。

　国内では、受注高は水処理設備および防災設備等の大型の社会システム工事案件を受注したこと

から増加しました。売上高は太陽光発電設備工事を中心としたエネルギーシステム工事が好調に推

移したことから増加し、営業損益も改善しました。

　海外では、受注高はインドネシアおよびベトナムにおいて大型案件を受注したことから増加しま

した。売上高はタイにおいて前期に鉄鋼関連等の大型案件があったことから減少し、営業損益も悪

化しました。

 

[情報通信設備]

　当セグメントにおいては、ＣＡＴＶ、光通信・セキュリティ等の設備工事を行っており、受注高

は21億円 (前年同期比3.7％減)、売上高は23億円 (前年同期比61.8％増)、営業利益は78百万円

(前年同期は3億13百万円の営業損失) となりました。

　受注高はほぼ前期並に推移しました。売上高は大型案件の完成により増加し、営業損益は事業構

造改革の効果により改善しました。

 

[その他]

　当セグメントにおいては、物品販売および補修・修理等のサービス事業を行っており、受注高は

17億円 (前年同期比6.4％減)、売上高は12億円 (前年同期比5.2％増)、営業利益は2億18百万円

(前年同期比12.5％減) となりました。

 

(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ5億円増加し、392億円

となりました。主な要因は受取手形・完成工事未収入金等の減少 (28億円)、未成工事支出金の増

加 (34億円) であります。

　負債は、267億円となり、1億円減少しました。主な要因は支払手形・工事未払金等の減少 (17億

円)、未払法人税等の減少 (4億円)、未成工事受入金の増加 (26億円)、その他に含まれる未払費用

の減少 (3億円)、退職給付に係る負債の減少 (2億円) であります。

　純資産は、四半期純利益の計上 (7億円) を主因として7億円増加し、124億円となりました。

 

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は74百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,000,000

計 72,000,000
 

 

② 【発行済株式】
 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,132,809 45,132,809
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
1,000株であります。

計 45,132,809 45,132,809 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年12月31日 ― 45,132 ― 1,970 ― 1,801
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名

簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―普通株式
 152,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

44,677,000
44,677 ―

単元未満株式
普通株式

303,809
― ―

発行済株式総数 45,132,809 ― ―

総株主の議決権 ― 44,677 ―
 

 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式931株、証券保管振替機構名義の株式が200株含ま

れております。

 

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社

川崎市幸区堀川町
５８０番地

152,000 ― 152,000 0.34

計 ― 152,000 ― 152,000 0.34
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業

法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10

月１日から平成26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受

けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】
          

 (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 2,998 2,975

  受取手形・完成工事未収入金等 25,581 22,691

  未成工事支出金 2,874 6,283

  材料貯蔵品 208 213

  その他 2,563 2,616

  貸倒引当金 △29 △27

  流動資産合計 34,196 34,752

 固定資産   

  有形固定資産 1,333 1,351

  無形固定資産   

   その他 148 182

   無形固定資産合計 148 182

  投資その他の資産   

   その他 3,003 2,992

   貸倒引当金 △69 △68

   投資その他の資産合計 2,933 2,923

  固定資産合計 4,416 4,456

 資産合計 38,613 39,209

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 17,521 15,770

  短期借入金 25 207

  未払法人税等 801 397

  未成工事受入金 1,444 4,133

  完成工事補償引当金 112 132

  工事損失引当金 348 322

  その他 2,166 1,671

  流動負債合計 22,420 22,634

 固定負債   

  退職給付に係る負債 4,112 3,884

  負ののれん 90 ―

  その他 262 256

  固定負債合計 4,465 4,141

 負債合計 26,886 26,776
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 (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,970 1,970

  資本剰余金 6,703 6,703

  利益剰余金 3,153 3,635

  自己株式 △24 △24

  株主資本合計 11,802 12,284

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 44 84

  為替換算調整勘定 △87 △41

  退職給付に係る調整累計額 △756 △659

  その他の包括利益累計額合計 △799 △615

 少数株主持分 723 764

 純資産合計 11,727 12,432

負債純資産合計 38,613 39,209
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
          

 (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 40,525 44,500

売上原価 35,168 38,650

売上総利益 5,357 5,850

販売費及び一般管理費 4,656 4,929

営業利益 701 920

営業外収益   

 受取利息 6 14

 受取配当金 21 20

 為替差益 ― 73

 負ののれん償却額 135 90

 その他 22 41

 営業外収益合計 186 240

営業外費用   

 支払利息 9 6

 コミットメントフィー 8 6

 為替差損 1 ―

 その他 9 4

 営業外費用合計 28 16

経常利益 859 1,144

税金等調整前四半期純利益 859 1,144

法人税等 223 427

少数株主損益調整前四半期純利益 635 716

少数株主利益 94 9

四半期純利益 541 707
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
          

 (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 635 716

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 39 40

 為替換算調整勘定 101 86

 退職給付に係る調整額 ― 97

 その他の包括利益合計 140 223

四半期包括利益 776 940

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 639 890

 少数株主に係る四半期包括利益 136 49
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

　（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　

平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給

付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付

算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法について、割引率決定の基礎となる債券の期間

について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しており

ます。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債及び利益剰余金、ならびに、

当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はあ

りません。

　　　

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 

　　１　偶発債務

　　　　 金融機関からの借入に対し、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

　　従業員 　　　８百万円 　　 ６百万円
 

 

２　 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契

約を締結しております。

当四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

　　貸出コミットメントの総額   5,000百万円  5,000百万円

　　借入実行残高      ―百万円     ―百万円

   差引額   5,000百万円  5,000百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

   売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）及び当第３四半期

連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期

間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動

があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）、のれんの償却額及び負ののれんの償却額は、次の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日

 　 至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
   至　平成26年12月31日）

　　  　減価償却費          163百万円         167百万円

      　のれんの償却額            3百万円           2百万円

　　　　 負ののれんの償却額        　135百万円        　 90百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月22日
取締役会

普通株式 224 5 平成25年３月31日 平成25年６月７日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日
取締役会

普通株式 224 5 平成26年３月31日 平成26年６月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

建築・建築
付帯設備

空調設備
プラント
設備

情報通信
設備

計

売上高          

  外部顧客への売上高 6,905 10,120 20,870 1,454 39,351 1,173 40,525 ― 40,525

 セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 3 ― 3 ― 3 △3 ―

計 6,905 10,120 20,874 1,454 39,355 1,173 40,528 △3 40,525

セグメント
利益又は損失（△）

353 295 1,204 △313 1,539 249 1,788 △1,087 701
 

 

(注)　１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等の

サービス部門を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,087百万円は、主に全社共通部門にかかる費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

建築・建築
付帯設備

空調設備
プラント
設備

情報通信
設備

計

売上高          

  外部顧客への売上高 7,945 12,085 20,882 2,353 43,266 1,233 44,500 ― 44,500

 セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 3 ― 3 ― 3 △3 ―

計 7,945 12,085 20,885 2,353 43,270 1,233 44,504 △3 44,500

セグメント
利益又は損失（△）

319 310 1,197 78 1,905 218 2,124 △1,203 920
 

 

(注)　１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等の

サービス部門を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,203百万円は、主に全社共通部門にかかる費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益 12.03円 15.72円

 (算定上の基礎)   

四半期純利益(百万円) 541 707

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 541 707

普通株式の期中平均株式数(千株) 44,982 44,980
 

 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２７年２月１２日

富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社

取締役会  御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社
員業務執行社員

 公認会計士   伊   藤　 　正   広  印

   

指定有限責任社
員業務執行社員

 公認会計士　　大  屋　 誠 三 郎  印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて
いる富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第
３四半期連結会計期間（平成２６年１０月１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結
累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ
ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社及び連結
子会社の平成２６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の
経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以  上
 

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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